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1．はじめに

「変化に直面する組織はいかにして生き残るか」という基本的な問題意識は経営学におけ

る組織論、戦略論をはじめ、組織社会学、心理学、経済学などの多くの研究者を魅了してき

た（O’Reilly and Tushman, 2008：186）。この問題意識に対して、研究蓄積が豊富な分野の 1

つが組織変革論である。組織変革論は経営学の中でも、特に組織論の分野において繰り返し

論じられており、理論的にも実践的にも重要な分野である。O’Reilly and Tushman（2008：

186）によると、組織変革論の根幹に存在する疑問は「組織はそもそも適応し、変化できる

のか」である。この疑問に答える上で組織慣性（organizational inertia）は重要な概念である。

組織慣性は環境と対比することによって捉えられてきた。Hannan and Freeman（1984）（1）

は構造的慣性という概念を用いて組織慣性について述べている。彼らは、組織は環境の脅威

や機会の発生に対して比較的緩やかに反応するという組織観を持っており、環境の変化率に

対して組織の変化率が低い時に、組織の構造は強い慣性を持つとしている。Pfeffer（1997：

163）は Hannan and Freeman（1984）と同様に、組織慣性を「組織が環境と同じ速さで変化
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できない力」と定義している。これらを参考にしつつ、本稿では組織慣性を「環境に対して

組織が現在の状態を継続しようとする性質」と定義する。

組織慣性はどのような影響を組織に及ぼすのだろうか。当初、組織慣性の概念は停滞

（stagnation）と捉えられ、ネガティブな側面が強調されてきたが、その後、ポジティブな側

面も注目されるようになった（Miller and Chen, 1994）。吉田（1991）は具体的にポジティブ

な面として、①環境が安定している場合においては、高度な再現能力ゆえに生き残れること

（Hannan and Freeman, 1984）、②行動の完成度が高まるために有効性・効率性が増大するこ

と（Tushman and Romanelli, 1985）を挙げている。

組織変革における組織慣性を検討する上で、本稿では組織変革が一時的なものか継続的な

ものかの議論に焦点を合わせる。これについては、後述するように「エピソディックな変革

（episodic change）モデル」、「継続的変革（continuous change）モデル」という 2つの異な

ったモデルが対立しており、その背後には組織慣性の仮定に違いがみられる。組織慣性が強

い時にはエピソディックな変革モデルが、弱い時には継続的変革モデルが説明力を増す 

（Weick and Quinn, 1999; Weick, 2000）。これより、組織慣性について考察することは、組織

変革論において意義があるといえる。

既存の組織変革論において組織慣性は十分に論じられてこなかったが、組織変革論を考察

する上で、組織慣性は欠かせない概念である。既存の組織ルーティンの分野においては、組

織ルーティンが組織慣性に影響を及ぼす要因として考えられてきた。従って、組織変革、組

織慣性と組織ルーティンの関係を考察することは、組織変革論を深める上において有意義で

ある。しかし、組織変革論の既存研究において、組織ルーティンと組織慣性の双方が組織変

革に影響するメカニズムの解明は不十分である。以上より本稿では、「①組織ルーティンと

組織慣性の関係を明らかにし、②どのように組織ルーティンと組織慣性が組織変革に影響を

与えるかを明らかにすること」を目的とする。

2．組織変革論の先行研究

2．1　組織変革の概念

これまで組織変革はどのように定義されてきたのだろうか。研究者たちがどのように概念

定義しているかを概観したい。Beck, Bruderl, and Woywode（2008：413）は組織変革

（organizational change）を「構造的な組織の要素の離散的な変更（discrete modification）」

としている。Orlikowski（1996：63）は組織変革（organizational transformation）を「組織

構造と実践の大規模（substantially）な変化」としている。Mills, Dye, and Mills（2009）によ

ると、組織変革（organizational change）とは、組織構造・技術・組織文化・リーダーシッ
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プ・目標などの変更である。

本 稿 に お け る 組 織 変 革 は、 主 に「organizational change」、 及 び「organizational 

transformation」を指しているが、上述のように、これらの概念定義は研究者によって異な

っている。しかし、組織の構成要素の変更という共通の特徴もみることができる。この際、

組織の構成要素とは何かが問題になる。近年では、組織変革といえば、組織構造や行為、戦

略、組織文化などといった組織の変化に関わる側面を網羅する形で捉えられる傾向にあるこ

とから（大月 , 2005）、本稿では組織の構成要素を広く捉える。すなわち、本稿における組織

変革の対象となる構成要素には、組織構造、行為、戦略、組織文化などを含むこととする。

また、組織の構成要素はそれぞれが独立でなく相互関係があることを考慮しつつ、本稿では

組織変革を「組織における構成要素、及び構成要素の相互関係の変更」と広義に定義する。

ここでは、特に組織構造や組織ルーティンに注目する。

2．2　従来の組織変革論における組織慣性の位置づけ

本稿では、組織変革が一時的なものか継続的なものかの議論に焦点を合わせる（Weick 

and Quinn, 1999; Weick, 2000）。ここでは簡便のため、組織変革を一時的と捉えるモデルを

「エピソディックな変革モデル」と呼び、組織変革を継続的と捉えるモデルを「継続的変革

モデル」と呼ぶ。

エピソディックな変革モデルでは、組織は時折、比較的短期間の大規模な変革を行うこと

を想定している。エピソディックな変革モデルにおいて、大規模な変革は、組織が均衡状態

から逸脱した時に起こると仮定している。逸脱とは組織内における深層構造と環境とのズレ

を表す。環境とのズレは、技術変化などによってもたらされる。環境とのズレがない場合に

おいても、組織は漸進的に変革する。尚、エピソディックな変革モデルには断続的均衡モデ

ル（e.g., Tushman and Romanelli, 1985; Romanelli and Tushman, 1994; Gersick, 1991）も含ま

れている（Weick and Quinn, 1999）。

継続的変革モデルでは、組織は継続的に調整を繰り返し、継続的な調整の積み重ねによっ

て大規模な変革へ至ることを想定している（Weick and Quinn, 1999）。継続的変革モデルに

おいては、調整は小規模でありながらも蓄積されるため、組織変革の本質と捉えられている

（Orlikowski, 1996）。本稿においては、調整を漸進的な変革の 1つと捉え （Nadler and 

Tushman, 1995）、継続的変革モデルは漸進的な変革を蓄積することにより、大規模な変革へ

至ると想定する。

大規模な組織変革に議論を限定するならば、大規模な変革を過去の漸進的な変革の蓄積と

捉えるのが継続的変革モデルであり、大規模な変革を過去の漸進的な変革の蓄積と捉えない

のがエピソディックな変革モデルである。ここでは、このエピソディックな変革モデルと継

続的変革モデルの対比をより明らかにするために、組織変革の「計画性」と「プロセス」に
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注目する。

（1）組織変革の計画性 ―計画的変革と創発的変革―

エピソディックな変革モデルは計画的な組織変革（以後、計画的変革）、継続的変革モデ

ルは創発的な変革（以後、創発的変革）を想定している（Weick and Quinn, 1999; Weick, 

2000）。計画的変革とは、環境変化を事前に想定し、それに対応するために組織変革を行う

ことである （大月 , 2005）。計画的変革の利点としては、例えば 1つの方向の焦点に集中する

ことができる点などが挙げられる（Weick, 2000）。

継続的変革モデルは創発的変革を想定している。創発的変革は、「明確な意図を欠いた状

態で、組織の新しいパターンを実現するもの」（Orlikowski, 1996：65）である。創発的変革

は環境変化が激しい場合に有効である。なぜなら、計画的変革は事前に環境変化を想定して

行われるので、環境が予想外に変化した場合には、対応できない恐れが出てくるためである

（大月 , 2005）。

（2）組織変革のプロセス ―「解凍、変革、再凍結」と「凍結、リバランス、解凍」―

エピソディックな変革モデルにおける組織変革のプロセスの研究は、Lewin（1947）のモ

デル、つまり解凍（unfreeze）・変革（move）・再凍結（refreeze）のモデルに基づいており、

組織慣性の存在を仮定している（Weick and Quinn, 1999; Weick, 2000）。組織変革のプロセス

に関する多くの研究は、Lewin（1947）のモデルに基づいて行われてきた（Sonenshein, 

2010; Armenakis and Bedeian, 1999）。例えば Kotter（1996）は、Lewin（1947）のモデルを基

に、8段階の組織変革のプロセスを提唱している。

継続的変革モデルにおける組織変革のプロセスは、凍結（freeze）・リバランス（rebalance）・

解凍（unfreeze）の順に行われる。エピソディックな変革モデルにおいては、組織慣性を仮

定していたために解凍が必要であった。しかし継続的変革モデルにおいては、組織慣性は重

視されていないために解凍は必要ではない。代わりに凍結が最初のステップとなる。凍結と

は、欠点を発見するために現状を明らかにすることを意味する。リバランスとは現状の再解

釈を行うことを意味する。解凍とは漸進的な変革を再開することを意味する（Weick and 

Quinn, 1999; Weick, 2000）。以上の議論をまとめたのが図表 1である。

このように、エピソディックな変革モデルと継続的変革モデルは対立している。エピソデ

ィックな変革モデルにおいては、大規模な変革は漸進的な変革の蓄積ではない。組織変革は

トップ主導で （計画的）、解凍・変革・再凍結のプロセスに基づき行われる。継続的変革モデ

ルにおいては、大規模な変革は漸進的な変革の蓄積によってもたらされる。組織変革は現場

主導で （創発的）、凍結・リバランス・解凍のプロセスに基づき行われる。この 2つのモデル

の根本的な違いは組織慣性の見方に起因している。すなわち組織慣性が強い時にはエピソデ

ィックな変革モデルが、弱い時には継続的変革モデルが説明力を増す（Weick and Quinn, 

1999; Weick, 2000）。これより、組織慣性について考察することは、組織変革論において意義
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があるといえる。

既存の組織変革論において組織慣性は十分に論じられてこなかったが（2）、組織変革論を

考察する上で、組織慣性は欠かせない概念である。既存の組織ルーティンの分野においては、

組織ルーティンが組織慣性に影響を及ぼす要因として考えられてきた。従って、組織変革、

組織慣性と組織ルーティンの関係を考察することは、組織変革論を深める上において有意義

である。しかし、組織変革論の既存研究において、組織ルーティンと組織慣性の双方が組織

変革に影響するメカニズムの解明は不十分である。

図表 1　組織変革論における「エピソディックな変革モデル」と「継続的変革モデル」

エピソディックな変革
（episodic change）モデル

継続的変革
（continuous change）モデル

主張 組織は時折、比較的短期間の大規模な変
革を行う

組織は継続的に調整を繰り返し、その積
み重ねによって大規模な変革へ至る

組織変革の計画性 計画的
トップ主導

創発的
現場主導

組織変革のプロセス 解凍（unfreeze）→変革（move）→再
凍結（refreeze）

凍結（freeze）→リバランス（rebalance）
→解凍（unfreeze）

組織慣性の仮定 強い 弱い

（出所） Weick, K. E. and Quinn, R. E. （1999） “Organizational Change and Development,” Annual Reviews of 
Psychology, Vol. 50, pp. 366. を修正

3．組織ルーティン、組織慣性と組織変革論

3．1　組織ルーティンの概念

これまで組織ルーティンは多様な捉え方をされており、定義も定まっていない（Cohen, 

Burkhart, Dosi, Egidi, Marengo, Warglien, Winter, 1996; Schulz, 2008）。しかし、定義が定まっ

ていない状況であっても、研究者間における共通の側面はいくつか存在する。大月（2004：

80）によると、組織ルーティンには「タスク遂行に関わる反復的行動パターン」という共通

の側面がある。また、Becker（2004）及び Feldman and Pentland（2003）によると、組織ル

ーティンにはパターン、反復性、複数の個人が関与しているという共通の側面がある。

本稿ではこれらを参考にしつつ、組織ルーティンを「複数の人が関与する、反復的な行為

のパターン」と定義する。まず、パターンと反復的に関しては論者間でも共通しているため

に、本稿でも上述のように定義した。次に、組織ルーティンには、個人のルーティンと違い、

組織のコンテクストのもとで実行されるために（Feldman and Pentland, 2003）、複数の人が

関与しているといえる。最後に、組織ルーティンには「行為」あるいは「行動」という捉え
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方と、プログラム（March and Simon, 1958）などの「ルール」という捉え方が存在している。

これに関しては「行為」あるいは「行動」という捉え方を用いる。「行為」と「行動」の違

いに関しては、Cohen et al. （1996）によると、「行為」は「行動」に比べ意向（intention）を

含むといえる。組織ルーティンには無意識（mindless）に行われるという捉え方と、意識的

に行われる（effortful）に行われという捉え方があるが、ここではルーティン・ダイナミク

スの観点に注目するために「行為」が適当である。 

ルーティン・ダイナミクスの観点は（Feldman and Pentland, 2003; Pentland and Feldman, 

2005; Levinthal and Rerup. 2006）、①組織ルーティンをブラックボックスとして扱わず、組織

ルーティンの内部に注目する、②いかに組織ルーティンが安定性や変化を達成できるかに注

目するという特徴がある（Feldman and Pentland, 2008）。これより、組織慣性に注目してい

る本稿では、ルーティン・ダイナミクスの観点を用いて考察する。尚、次項以降では、組織

ルーティンを部門内のものに限定して議論を進め、部門間のルーティンは考慮しない。

3．2　ルーティン・ダイナミクスの観点における組織慣性

従来の組織ルーティンの研究は組織慣性を強調するものであった。組織ルーティンが組織

慣性をもたらすと考えられてきたことは、習慣・機械の歯車・行動プログラム・遺伝子など

のいくつかのメタファーにたとえられてきたことからも理解できよう（大月 , 2004; Feldman 

and Pentland, 2003）。組織ルーティンが組織慣性をもたらす理由としては、フィードバック

が無視されるなどが考えられてきた（Becker, 2004）。

しかし、ルーティン・ダイナミクスの観点によると、組織ルーティンは柔軟性にも影響を

与える。ルーティン・ダイナミクスの観点によると、組織ルーティンには明示的（ostensive）

と遂行的（performative）な側面がある（Feldman and Pentland, 2003; Pentland and Feldman, 

2005）。ルールとして成文化されることもある明示的な側面は、抽象的なものであり、「ルー

ティンとは何か」という見解を形成する行動指針（principle）である。例えば、明示的側面

は行為者に、規範的なゴールや行為のテンプレートを供給する（行為の詳細を規定するわけ

ではない）。尚、明示的側面は、実際に実行されるコンテクストに合わせて調整できる余地

が必要なため、特定の行為を含まないという特徴がある。

遂行的な側面は特定の時間・場所における特定の行為である。行為者は変化するコンテク

ストに対応して行為を変化させることができるために、遂行的側面は即興的になる。明示的

側面と遂行的側面が相互作用することによって、組織ルーティンは内生的（endogenous）に

変化することもできる。組織ルーティンは、内生的に変化する場合においては組織の柔軟性

を向上させ（組織慣性を減少し）、内生的に変化しない場合においては組織慣性を増大させ

ると考えられている。組織ルーティンには、外生的な変化と内生的な変化があると言えるが、

環境等の外生的な影響が原因でなく、組織内の行為者が主体的に組織ルーティンを変化さし
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た場合、組織ルーティンは内生的に変化したと言える。組織ルーティンの内生的な変化と外

生的な変化の違いを示しているのが図表 2である。

組織ルーティンの内生的な変化は、エージェンシーとしての行為者によってもたらされる

（Feldman and Pentland, 2003; Feldman2000）。Feldman（2000）によると、行為者は次のよう

な理由で組織ルーティンを変化させる。それは①行為が常に意図した結果をもたらさないた

め、②行為が新たな問題を創出するため、③行為が新たな資源を生産し、新たな機会を創出

するため、④結果は意図したとおりであるが、新たな改善の余地がみられるためである。例

えば生産部門において、効率性の向上などを意図した組織ルーティンが意図した結果をもた

らさない場合、行為者がマニュアルで決められたやり方を自らの意図で改める可能性がある。

その時、組織ルーティンは行為者によって内生的に変化したと考えられる。ルーティン・ダ

イナミクスの観点に関して本稿が注目するのは、組織ルーティンの変化において、行為者に

焦点を当てている点である。

図表 2　組織ルーティンの外生的な変化と内生的な変化

（出所） Feldman, M. S. and Pentland, B. T. （2008） “Routine Dynamics,” In D. Barry and H. Hansen（Ed.）, New 
Approaches in Management and Organization, pp.305, SAGE. を修正

3．3　組織ルーティンと組織慣性

本項では、組織ルーティンの内生的な変化と組織慣性との関係について考察を加える。具

体的には、各部門における組織ルーティンの部分最適に注目し、内生的に変化する場合も組

織ルーティンは組織慣性をもたらす場合があることを主張する。

Mintzberg（1983）によると、部分最適とは他の目標を考慮せず、自らの（部門の）目標

のためにベストを尽くすことである。つまり、部分最適とはある行為が部分・部門の観点に

おいては適切であるが、組織全体の観点から言えば、他の行為がより適切な場合があること

従来の観点 ルーティン・ダイナミクス観点

組織ルーティン

明示的側面 遂行的側面

外生的な変化 内生的な変化

組織ルーティン
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を示す。例えば、研究開発部門は一般的に高い技術を追求する。つまり高い技術を追求する

ことが研究開発部門の目標となる。仮に組織全体の目標が顧客に受け入れられる価値の提供

である場合、技術の追求のために過剰な投資を行っているとすれば、それは組織全体の観点

からは適切でなく部分最適な行為といえる。本稿における部分最適なルーティンとは、組織

全体の観点でなく部門の観点において最適なルーティンとする。

ここでは、限定合理的な行為者を仮定する。行為者は限定合理的なために、現実の複雑な

問題を単純化する必要がある。この解決策として、各部門に下位目的が設定される。各部門

に目的が設定されることにより、各部門における行為者は組織全体を考慮する必要がなくな

る。しかし、行為者は部門の目的に固執して組織全体の目的を無視するようになり、部門の

目標に照らしてのみ行為を評価するようになる （March and Simon, 1958）。

限定合理的な行為者を仮定するならば、組織ルーティンの内生的な変化は部分最適な組織

ルーティンを増大させる。行為者は、部門内の組織ルーティンのパフォーマンスを基に、そ

れ自体を変化させるが、その変化は組織全体の目的を無視し、下位目的を考慮して行われる。

この下位目的を考慮して組織ルーティンの変化が繰り返される場合、徐々に組織全体の観点

でなく部門の観点において適切なルーティンとなるであろう。つまり組織ルーティンが部分

最適になる傾向があるといえる。

各部門において、部分最適な組織ルーティンが増大すると、部門間の調整の困難性が増大

する場合がある。前述のように、部門に目的が設定される際に、行為者は部門の目的に固執

する傾向がある。もし行為者が部門の目的に固執するならば、行為者は部分最適な組織ルー

ティンにも固執するであろう。行為者が部分最適な組織ルーティンに固執するならば、各部

門における組織ルーティン間の調整が必要な場合において、部門間の調整の困難性が増大す

ると考えられる。ここで注意が必要なのは、部分最適な組織ルーティンは必ずしも部門間の

調整の困難性を増大させない点である。各部門における組織ルーティン間の調整が必要でな

い場合においては、そもそも部門間の調整の困難性に直面しないため、部分最適な組織ルー

ティンは調整の困難性を増大させないと考えられる。

沼上・軽部・加藤・田中・島本（2007）は、部門間の調整の困難性が組織慣性を増大させ

る可能性を示唆している。部門間の調整が困難である場合においては、組織内における部門

間の利害調整に集中することにより、外部の顧客や競争の問題に注意が行き届かなくなる。

外部への注意が散漫になると、環境に対して組織が遅れてしまうと可能性が高い。つまり組

織慣性が増大するといえる。

以上より、組織ルーティンが内生的に変化する場合においても、部分最適な組織ルーティ

ンが調整の困難性をもたらす場合においては、組織慣性は増大するといえる。これらの議論

をまとめたのが図表 3である。また、部分最適な組織ルーティンが調整の困難性を増大させ

ない場合においては、既存のルーティン・ダイナミクスの議論のように、組織慣性が減少す
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ると考えられる。

3．4　組織ルーティン、組織慣性と組織変革論

これまで組織変革論においては、エピソディックな変革モデルと継続的変革モデルという

2つのモデルが提示されてきた。背後には組織慣性の仮定に違いがみられるが、既存の組織

変革論において組織慣性は十分に論じられてこなかったため、それぞれのモデルがいかなる

時に有効になるかが曖昧であった。組織ルーティンの分野において、組織ルーティンが組織

慣性に影響を及ぼす要因として考えられてきたことから、本項においては、組織ルーティン

と組織慣性が組織変革に及ぼす影響について論じる。換言するならば、どちらのモデルがい

かなる時に説明力を増すかを組織ルーティンの観点から考察する。

Feldman and Pentland（2003）は、エピソディックな変革モデルと継続的変革モデルの対

立を組織ルーティンの観点から考察している。彼らによると、エピソディックな変革モデル

は、組織ルーティンが組織慣性を増大すると想定し、組織慣性が強い組織を想定している。

また継続的変革モデルは、組織ルーティンは組織慣性を増大させず、組織慣性が弱い組織を

想定している。ルーティン・ダイナミクスの観点において、組織ルーティンがいかなる時に

組織慣性を増大するか（増大しないか）を説明できるため、彼らは組織変革論の 2つのモデ

ルの境界を、組織ルーティンの観点から考察できることを示唆した。

ここでは、Feldman and Pentland（2003）による組織ルーティンと組織変革論の考察をよ

り精緻化する。前述のように、組織慣性が強い時にエピソディックな変革モデルが、弱い時

に継続的変革モデルが説明力を増すといえる （Weick and Quinn, 1999; Weick, 2000）。また、

組織ルーティンが内生的に変化しない場合においては、組織慣性が増大する。組織ルーティ

ンが内生的に変化する際には、部門内の行為者は限定合理的なために、部門内の組織ルーテ

ィンは部分最適になる。部分最適な組織ルーティンが、部門間の調整の困難性を増大させる

場合においては組織慣性を増大させ、部門間の調整の困難性を増大させない場合においては

部門の目的が設定
されてる時

組織
ルーティンの
内生的な変化

部分最適な
組織ルーティン 調整の困難性

調整の必要性

組織慣性

図表 3　組織ルーティンの内生的な変化と組織慣性
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組織慣性を減少させると考えられる。

つまり、①組織ルーティンが内生的に変化しない場合は、組織慣性が増大するために、エ

ピソディックな変革モデルが説明力を増すようになる。また、②組織ルーティンが内生的に

変化する際も、部分最適な組織ルーティンが部門間の調整の困難性を増大させる場合におい

ては、組織慣性が増大するために、エピソディックな変革モデルが説明力を増すといえる。

最後に、③組織ルーティンが内生的に変化し、部分最適な組織ルーティンが、部門間の調整

の困難性を伴わない場合においては、組織慣性が減少するために、継続的変革モデルが説明

力を増すといえる。以上の議論をまとめたのが図表 4である。

図表 4　組織ルーティン、組織慣性と組織変革

 

4．おわりに

本稿の貢献は以下の 2点である。第 1に、ルーティン・ダイナミクスの観点から、組織ル

ーティンと組織慣性の関係を精緻化した。既存研究においては、組織ルーティンが内生的に

変化する場合には組織慣性は減少し、組織ルーティンが内生的に変化しない場合には組織慣

性は増大するとされてきた（Feldman and Pentland, 2003; Pentland and Feldman, 2005）。しか

し、行為者は限定合理的なために、組織ルーティンが内生的に変化する場合にも組織慣性が

増大する場合がある。行為者は、部門内の組織ルーティンのパフォーマンスを基に、それ自

体を変化させるが、この変化は部門の目的に照らして行われる。それゆえに、部分最適な組

織ルーティンが増大すると言える。部分最適なルーティンが調整の困難性を増大する場合に
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おいては、組織慣性が増大すると言えるのである。

第 2に、どのように組織ルーティンと組織慣性が組織変革に影響を与えるかを明らかにし

た。具体的には、組織変革論における 2つのモデルが対立している現状に対し、どちらのモ

デルがいかなる時に説明力を増すかを明らかにした。2つのモデルとはエピソディックな変

革モデルと継続的変革モデルであり、2つのモデルの根本的な違いは組織慣性の見方に起因

している。すなわち、組織慣性が強い時に前者が、弱い時に後者が説明力を増す （Weick and 

Quinn, 1999; Weick, 2000）。ここではルーティン・ダイナミクスの観点を用いて、組織ルーテ

ィンと組織慣性の関係をより精緻化することにより、2つのモデルの境界を明らかにした。

①組織ルーティンが内生的に変化しない場合において、②組織ルーティンが内生的に変化す

る場合も、部分最適な組織ルーティンが、部門間の調整の困難性を増大させる場合において、

エピソディックな変革モデルが説明力を増すといえる。③組織ルーティンが内生的に変化し、

部分最適な組織ルーティンが部門間の調整の困難性を伴わない場合においては、継続的変革

モデルが説明力を増すといえる。

実務に対するインプリケーションとしては以下の 2点を挙げることができる。第 1に、現

在の組織における、組織慣性の認識に関する視点を 1つ提供した。組織慣性は前述のように

ポジティブな面もあることから、組織は現在の組織慣性を理解した上で変革を行うべきであ

る。第 2に、2つのモデルの境界を明らかにしたことにより、計画的な組織変革と創発的な

組織変革の有効性を明らかにした。例えば、組織変革の現場主導ないしトップ主導が妥当な

場合を明らかにしたのである。

本稿の限界は以下の 3点である。第 1に、組織ルーティンの分析レベルを限定した点であ

る。ここでは、部門内の組織ルーティンに焦点を当て議論を行った。将来的には組織ルーテ

ィンの階層性に注目することも可能である。

第 2に、各部門に目的が設定されている状況を本稿では仮定した。March and Simon

（1958）によると、分業が行われる際に、各部門に目的が設定される。よって、分業が進ん

でいない組織に対しては、本稿の議論は説明力が低いといえる。

最後に、各部門における組織ルーティン間の調整が必要な場合において、部門間の調整の

困難性が増大するとしたが、いかなる時に調整の必要性が増すかについて言及できなかった。

これを明らかにすることは今後の課題といえる。

【 注 】
（1） Hannan and Freeman（1984）は、個体群エコロジーの研究者といえるが、組織慣性に関して代表的な

論文であるため、ここでは参照する。
（2） Weick（2000）は、組織慣性をもたらす要因として相互依存性に注目している。
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